
2010 年公共建築物の木材利用促進法が成立し木造・木質建築が民間でも波及し

つつある中、東日本大震災後の建築や都市のあり方の大きなインパクトとなる

木の新しい使い方の可能性を広げる提案を全社員から集め発表。


